
２０１３（平成２５）年度入学試験（Ｃ日程）既修コース

試験（憲法）について

【出題趣旨】

設問は、憲法の基本的な教科書であれば、必ず書いてある「議員定数不均衡訴訟」がテ

ーマである。この事例は、衆議院・参議院それぞれについて最高裁判決があいついでいる

ので、そこが受験生が自分なりに整理できているかが問われる。

設問では衆議院選挙を題材にした。衆議院選挙に関しては、その基本的な判断枠組みを

示した判決として、①1976（昭和 51）年 4 月 14 日最高裁大法廷判決がある。この判決は、

従来の「判例」を改め、投票価値の平等も憲法上の価値であるとして、立法裁量によると

したそれまでの姿勢を改めた（ただし、投票価値の平等は厳格な審査によるのではなく、

他の政策的な目的・理由との関連において調和的に実現されるものとした）。その上で、①

投票価値の不平等が、国会において通常考慮しうる諸般の要素をしんしゃくしてもなお、

一般的に合理性を有するとは到底考えられない程度に達しているとき、②人口の変動の状

態を考慮して合理的期間内における是正が憲法上要求されていると考えられるのにそれが

行われないとき、の 2 条件を違憲の基準とした。

その後、違憲（しかし無効とせず）とした判決、合憲判決、違憲状態にあるとした判決

がさまざまだされているが、これは、この２つの条件を、議員一人あたりの有権者数の格

差、違憲とされる程度に至った時点からの期間がどれほどだったか、によって判断が分か

れている。

以上のことがら、これは学部の憲法でも教えられる基本的な事項である。この点が理解

できていて、事案（格差 4 対１、期間が 6 年半をこえた）に即して、どう判断するかを答

えさせる問題である。

なお、小選挙区制度にともなう「1 人枠」方式の問題等はふれなくても、採点には半得さ

せていない。

【採点のポイント】

○ 1976 年最高裁判決がしめした「判断枠組み」がしっかり理解できているか？

○ 違憲の主張は、憲法 14条、44条違反という主張になる。学説のように格差が 2対１を

超えたら違憲というような主張をすればよい。

○「事実評価（あてはめ）」がしっかりなされているか？

作成した事案（格差 4 対１、期間が 6 年半をこえた）をこれまでの最高裁判決にあては



めれば、違憲の判断がでると思われる。

同時に、これまでの最高裁多数意見にしたがえば、「法の一般原則」（事情判決の法理＜

行政事件訴訟法 31 条＞と似て非なるもの。公選法 219 条では準用を禁じている）にしたが

い、「違憲ではあるが無効とせず」と判断すると思われるので、その結論が書かれているか。

以上の点を採点のポイントとした。


